
 

  

平成１２年１１月２４日 

平成１３年３月期 中間決算短信 
上場会社名 神港魚類株式会社  上場取引所（所属部） 大阪証券取引所（市場第二部） 

コ－ド番号 ９９８８    本社所在地 神戸市兵庫区中之島一丁目１番１号 

問 合 せ 先 責任者役職名 総務部 副部長   

  氏    名 田  中  克  己   ＴＥＬ （０７８）６７２－７０００ 

中間決算取締役会開催日 平成１２年１１月２４日 中間配当制度の有無  有 

中間配当実施の有無  無    中間配当支払開始日 平成 ― 年 ― 月 ― 日 

１．１２年９１．１２年９１．１２年９１．１２年９月中間期の業績月中間期の業績月中間期の業績月中間期の業績（平成１２年４月１日～平成１２年９月３０日） 
  （１）経営成績  
                                            （注） 金額は単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

  売上高(対前年中間期増減率) 営業利益(対前年中間期増減率) 経常利益(対前年中間期増減率) 

    百万円    ％   百万円    ％   百万円    ％ 

 12年9月中間期 
11年9月中間期 

 ３２,８７８ (   3.9) 
 ３１,６３６ ( △ 3.3) 

    １４８ (  21.3) 
    １２２ (  70.8) 

    １３４ (  10.2) 
    １２２ (  47.2) 

 12年３月期  ６７,７２２       ５１１       ４９６   
 
  中間(当期)純利益 (対前年中間期増減率) １ 株 当 た り 

中間(当期)純利益 

           百万円     ％         円     銭 

 12年9月中間期 
11年9月中間期 

        １０ ( △ 51.5) 
        ２０ (   61.2) 

    １ ０１ 
     ２ ０８ 

 12年３月期        １２３      １２ ３５ 

 （注）１ 期中平均株式数 12年9月中間期 10,000,000株 11年9月中間期 10,000,000株 12年3月期 10,000,000株 
    ２ 会計処理の方法の変更   無 

  （２）配当状況 

 
１ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

    円     銭  
12年9月中間期 
11年9月中間期 

０ ００ 
０ ００ 

 
 

12年３月期     円     銭 
６ ００ 

  （３）財政状態  

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円                 百万円                ％         円       銭 

 12年9月中間期 
11年9月中間期 

１９,６３３ 
１６,２０４ 

  ４,８２０ 
  ４,６８９ 

        ２４.６ 
        ２８.９ 

  ４８２   ０６ 
  ４６８   ９６ 

 12年３月期 １４,９１０   ４,８２７         ３２.４   ４８２   ７７ 

 （注）期末発行済株式数 12年9月中間期 10,000,000株 11年9月中間期 10,000,000株 12年3月期 10,000,000株 

２．１３年３月期の業績予想２．１３年３月期の業績予想２．１３年３月期の業績予想２．１３年３月期の業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 

 １株当たり年間配当金 

 
 

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
期  末  

  百万円  百万円  百万円    円     銭    円     銭 

 通   期 ６８,０００ ３５０    １００ ６ ００ ６ ００ 

  （参考） １株当たり予想当期純利益   １０円 ００銭 
                                  



 

  

 

 

 

中間貸借対照表 

（単位：千円） 

前中間会計期間末 
(平成11年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成12年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成12年3月31日現在) 科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ流動資産       

現 金及び預金 278,254  270,117  209,024  

受 取 手 形 2,291,827  3,025,620  2,714,834  

売 掛 金 5,608,525  6,098,492  5,475,979  

た な 卸 資 産 4,667,966  6,945,292  3,487,899  

繰 延税金資産 ―  30,210  30,210  

そ の 他 763,818  604,818  308,813  

貸 倒 引 当 金 △ 72,214  △ 42,094  △ 71,685  

流 動資産合計 13,538,177 83.5 16,932,457 86.2 12,155,076 81.5 

Ⅱ固定資産       

有 形固定資産       

建 物    782,779  741,628  762,846  

そ の 他    670,237  663,345  669,572  

有形固定資産合計 1,453,016  1,404,973  1,432,418  

無 形固定資産 111,822  93,998  96,655  

投資その他の資産       

繰延税金資産 ―  58,091  95,530  

そ の 他 1,163,085  1,251,284  1,195,660  

貸 倒 引 当 金 △ 61,448  △ 106,773  △ 65,231  

投資その他の資産合計 1,101,637  1,202,403  1,225,959  

固 定資産合計 2,666,475 16.5 2,701,374 13.8 2,755,033 18.5 

資 産 合 計 16,204,653 100.0 19,633,832 100.0 14,910,110 100.0 
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 
(平成11年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成12年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 
(平成12年3月31日現在) 科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負債の部）  
％ 

 
％ 
 

％ 

Ⅰ流動負債       

支 払 手 形 457,656  1,033,456  289,761  

買 掛 金 2,817,806  2,824,344  3,279,338  

短 期 借 入 金 7,435,663  10,054,009  5,424,279  

未 払法人税等 17,920  12,118  124,421  

賞 与 引 当 金 133,951  121,125  131,493  

そ の 他 182,531  226,133  184,638  

流 動負債合計 11,045,529 68.2 14,271,187 72.7 9,433,932 63.3 

Ⅱ固定負債       

長 期 借 入 金 420,250  387,250  403,750  

退職給付引当金 ―  17,321  ―  

役員退職慰労引当金 ―  90,259  196,877  

そ の 他 49,310  47,192  47,825  

固 定負債合計 469,560 2.9 542,022 2.7 648,452 4.3 

負 債 合 計 11,515,090 71.1 14,813,210 75.4 10,082,384 67.6 

       

（資本の部）       

Ⅰ資 本 金      891,000 5.5 891,000 4.5 891,000 6.0 

Ⅱ資本準備金 853,675 5.3 853,675 4.4 853,675 5.7 

Ⅲ利益準備金 163,000 1.0 170,000 0.9 163,000 1.1 

Ⅳその他の剰余金       

任 意 積 立 金 2,643,598  2,780,000  2,643,598  

中間(当期)未処分利益 138,290  74,246  276,452  

その他剰余金合計 2,781,888 17.1 2,854,246 14.5 2,920,050 19.6 

Ⅴ その他有価証券 評 価 差 額 金 ― ― 51,701 0.3 ― ― 

資 本 合 計 4,689,563 28.9 4,820,622 24.6 4,827,725 32.4 

負 債資本合計 16,204,653 100.0 19,633,832 100.0 14,910,110 100.0 
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中間損益計算書 
(単位：千円) 

前中間会計期間 
自 平成11年4月 1日 
至 平成11年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成12年4月 1日 
至 平成12年9月30日 

前 事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成11年4月 1日 
至 平成12年3月31日 

科    目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

Ⅰ 売 上 高           31,636,651 100.0 32,878,593 100.0 67,722,265 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価           29,864,184 94.4 31,120,027 94.6 63,907,753 94.4 

売 上 総 利 益 1,772,466 5.6 1,758,565 5.4 3,814,511 5.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,649,886 5.2 1,609,899 4.9 3,302,866 4.9 

営 業 利 益 122,580 0.4 148,666 0.5 511,644 0.7 

Ⅳ 営 業 外 収 益                 

受 取 利 息 14,546  14,073  30,539  

受 取 配 当 金 7,576  8,839  8,414  

不 動 産 賃 貸 料 47,446  50,792  95,413  

雑 収 入 2,047  3,431  4,121  

営 業 外 収 益 合 計 71,617 0.2 77,136 0.2 138,489 0.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用                 

支 払 利 息 31,028  50,457  73,892  

不 動 産 賃 貸 費 用 40,870  40,535  79,776  

雑 損 失 6  ―  6  

営 業 外 費 用 合 計 71,904 0.2 90,993 0.3 153,674 0.2 

経 常 利 益 122,293 0.4 134,810 0.4 496,459 0.7 

Ⅵ 特 別 損 失                 

固 定 資 産 処 分 損 88  711  2,255  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 19,764  36,505  16,929  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ―  11,951  ―  

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ―  24,978  ―  

過 年 度 役 員 退 職 慰 労 
引 当 金 繰 入 額 ―  ―  170,914  

役 員 退 職 慰 労 金 62,002  36,658  62,002  

特 別 損 失 合 計 81,854 0.2 110,803 0.3 252,100 0.4 

税引前中間(当期)純利益 40,438 0.2 24,006 0.1 244,358 0.3 

法人税、住民税及び事業税 19,600 0.1 13,900 0.1 211,097 0.3 

法 人 税 等 調 整 額 ― ― ― ― △ 90,210 △ 0.1 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 20,838 0.1 10,106 0.0 123,471 0.1 

前 期 繰 越 利 益 55,449  64,139  55,449  

過 年 度 税 効 果 調 整 額 ―  ―  35,529  

役 員 退 職 積立金 取崩額 62,002  ―  62,002  

中 間 ( 当期 ) 未処分利益 138,290  74,246  276,452  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１.資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

商品………個別法による低価法 

但し、冷凍食品等一部の商品については移動平均法による低価法 

(2) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの……中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法 

により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

(3) デリバティブ取引 

時価法 

２.固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産………定率法 

ただし、平成10年4月1日以降取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法 

無形固定資産………定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)による定額法 

３.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を 

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異(372,097千円)については、5年による按分額を費用処理しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(追加情報) 

(金融商品会計) 
当中間会計期間より金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成11年1月22日))を適用し、有価証券の評価の方法、貸倒引当金の計上基準、その他の金融商品の
評価の方法を変更しております。この結果、その他有価証券を時価評価したことによるその他有価証券評価差額金
51,701千円及び繰延税金負債37,438千円を計上するとともに、従来の方法によった場合に比べ、税引前中間純利益
は54,058千円少なく計上されております。 
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、全ての有価証券を投資有価証券として表示
しております。 

(退職給付会計) 
当中間会計期間から退職給付に係る会計基準(「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成10年6月16日))を適用しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、退職給付費用
は17,321千円多く、経常利益、税引前中間純利益は17,321千円少なく計上されております。 

(外貨建取引等会計基準) 
当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準(「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見
書」(企業会計審議会 平成11年10月22日))を適用しております。この変更に伴う影響は軽微であります。 
 
注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

項   目 前中間会計期間末 
(平成11年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成12年9月30日現在) 

前事業年度末 
(平成12年3月31日現在) 

１.有形固定資産の減価償却累計額 450,781千円 514,878千円 480,269千円 

２.担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産 
投資有価証券 

対応する債務 
未 払 金 

 
 

6,104千円 
 

6,731千円 

 
 

6,104千円 
 

6,695千円 

 
 

6,104千円 
 

7,571千円 

３.保証債務 1,239,292千円 985,527千円 1,176,157千円 

４.消費税等の取扱い 仮払消費税等と仮受消
費税等は相殺のうえ、流
動資産の｢その他｣に含
めて表示しております。 

仮払消費税等と仮受消
費税等は相殺のうえ、流
動資産の｢その他｣に含
めて表示しております。 

 

５.期末日満期手形の処理  中間会計期間末日満期
手形は、手形交換日を
もって決済処理してお
ります。従って、当中
間会計期間末日は金融
機関の休日であったた
め、中間会計期間末日
満期手形が以下の科目
に含まれております。 

 受取手形 338,477千円 

 

(中間損益計算書関係) 

項    目 
前中間会計期間 
自 平成11年4月 1日 
至 平成11年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成12年4月 1日 
至 平成12年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成11年4月 1日 
至 平成12年3月31日 

１.減価償却実施額 
有形固定資産 
無形固定資産 

 
35,993千円 
14,878千円 

 
35,987千円 
16,557千円 

 
72,935千円 
30,045千円 

２.法人税等の表示方法 

 

当中間会計期間におけ
る税金費用については、
簡便法により計算して
いるため、法人税等調
整額は｢法人税、住民税
及び事業税｣に含めて
表示しております。 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
自 平成11年4月 1日 
至 平成11年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成12年4月 1日 
至 平成12年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成11年4月 1日 
至 平成12年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取 得 

価 額 

相 当 額 

減 価 
償 却 
累 計 額 
相 当 額 

中 間 
期 末 
残 高 
相 当 額 

   

取 得 

価 額 

相当額 

減 価 
償 却 
累計額 
相当額 

中 間 
期 末 
残 高 
相当額 

   

取 得 

価 額 

相 当 額 

減 価 
償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 

残 高 

相 当 額 

 

  千円 千円 千円    千円 千円 千円    千円 千円 千円  
 工具、器具 
及び備品 108,787 46,461 62,325   

工具、器具 
及 び 備 品 136,933 70,852 66,080   

工具、器具 
及び備品 108,787 57,250 51,537 

 

(注)リース物件の取得価額相当額は、有
形固定資産の中間期末残高等に占める未
経過リース料中間期末残高の割合が低い
ため、支払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

   １年以内     21,576千円 
   １年  超     40,749千円 
   合  計     62,325千円 

(注)未経過リース料中間期末残高相当
額は、有形固定資産の中間期末残高等
に占める未経過リース料中間期末残高
の割合が低いため、支払利子込み法に
よっております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料           11,555千円 
減価償却費相当額   11,555千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっておりま
す。 

 

(注)  同   左 

 

 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 

   １年以内     25,880千円 
   １年  超     40,200千円 
   合  計     66,080千円 

(注)  同   左 
 
 
 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料           13,602千円 
減価償却費相当額   13,602千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 
 

(注)リース物件の取得価額相当額は、
有形固定資産の期末残高等に占める未
経過リース料期末残高の割合が低いた
め、支払利子込み法によっております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

   １年以内     20,973千円 
   １年  超     30,563千円 
   合  計     51,537千円 

(注)未経過リース料期末残高相当額
は、有形固定資産の期末残高等に占め
る未経過リース料期末残高の割合が低
いため、支払利子込み法によっており
ます。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料           21,576千円 
減価償却費相当額   21,576千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 
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(有価証券関係) 
当中間連結会計期間に係る｢有価証券｣及び前連結会計年度に係る｢有価証券の時価等｣については、中
間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
前中間会計期間(平成11年9月30日現在) 

有価証券の時価等 
(単位：千円) 

種   類 
中 間 貸 借 対 照 表 
計 上 額 

時 価 評 価 損 益 

流動資産に属するもの    

株 式 

債 券 

そ の 他 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

小 計 ― ― ― 

固定資産に属するもの    

株 式 

債 券 

そ の 他 

259,703 

― 

― 

404,104 

― 

― 

144,400 

― 

― 

小 計 259,703 404,104 144,400 

合 計 259,703 404,104 144,400 

(注)１.時価(時価相当額を含む)の算定方法 
上場有価証券  主として東京証券取引所における最終価格によっております。 

２.開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額 
固定資産に属するもの 
非上場株式(店頭売買株式を除く)   405,618千円 

（デリバティブ取引関係） 
当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る｢デリバティブ取引｣については、中間連結財務諸表に 
おける注記事項として記載しております。 

前中間会計期間（平成11年9月30日現在） 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連                       （単位：千円） 

契 約 額 等 区
分 

種  類 
 うち1年超 

時 価 
評 価 

損 益 

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

為替予約取引 

売   建 

買   建 

米 ド ル 

 

― 

 

16,020 

 

― 

 

― 

 

― 

 

16,117 

 

― 

 

97 

合    計 16,020 ― 16,117 97 

（注）１.時価の算定方法は、先物為替相場を使用しております。 
２.｢外貨建取引等会計処理基準｣により外貨建金銭債権債務等に振り当 
てたデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 
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